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午前９時００分 開会 

○川村企画課長 それでは定刻になりましたので、ただいまから中小企業政策審議会基本

問題小委員会を開催させていただきます。委員の皆様におかれましては、お忙しいところ

ご参集いただきまして、まことにありがとうございます。 

 それでは、初めに長官の宮本よりご挨拶を申し上げます。 

○宮本中小企業庁長官 皆様おはようございます。前回に引き続きまして、月曜日の朝早

くから大変恐縮でございます。皆さんがお忙しいということが理由かもしれませんが、こ

の小委員会はこの時間が基本的な定例になっているようでございまして、恐縮ですが、引

き続きよろしくお願いしたいと思います。 

 先々週開催しました前回の６回の小委員会におきましては、まず初回ということで私ど

もから中小企業・小規模事業者の現状と抱える課題、それからそれを踏まえてこの委員会

で検討いただくような論点を整理させていただきました。 

 特に本日も議論させていただくＩＴにつきまして、例えば業種別の特性を配慮した支援

策等が必要など、大変貴重なご意見をいただきました。 

 本日は、そうしたご意見を踏まえまして、特に生産性向上のキーになりますＩＴにつき

まして、まず事務局からサービス業を中心として、まさに分野別の課題、それを踏まえま

したＩＴ導入の支援の方向について、さらにはそれを一歩進めた形のＩｏＴの中小企業者

による活用の方向についてご説明させていただきたいと思っています。 

 その上で、本日は大変示唆に富んだご意見をいただけるゲストスピーカーを３名お招き

しております。 

 まずお一人は法政大学大学院デザイン工学科の松島教授でございます。中小・小規模事

業者のＩＴ・ＩｏＴの活用についての現場での具体的な事例、それを踏まえた幾つかの論

点についてご説明いただけると思います。 

 それから、少しおくれていらっしゃいますが、freee株式会社の佐々木代表取締役には

クラウドサービスを実際に活用されたサービスのメリット、あるいは具体的な事例をご説

明いただくことになっております。 

 それから、ＲＩＥＴＩの森川副所長からはサービス産業そのものの生産性の向上に向け

て、現状と政策的な課題についてご提示いただく予定になっております。 

 前回と同様、活発なご意見をいただければと思いますので、ぜひよろしくお願いいたし

ます。ありがとうございます。 

○川村企画課長 それでは、まず配付資料の確認をさせていただきます。 

 本日もペーパーレス化でｉＰａｄのほうをご用意させていただいています。一応動作確

認をしてファイルは開くことを確認しておりますけれども、念のため、あるかどうかをご

覧いただければと思います。 

 資料１から７までございまして、資料３、４、５、６というのがこれからご説明をいた

だくものになります。 
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 何か不都合がありましたら、お手を挙げるなり。 

 それでは、これより先の進行は沼上小委員長にお願いしたいと思います。よろしくお願

いいたします。 

○沼上小委員長 おはようございます。朝早くからどうもありがとうございます。 

 それでは、本日の議事に入りたいと思います。 

 ４つもプレゼンテーションありますので相当量の情報になると思いますけれども、活発

にご議論いただければと思います。 

 それでは、本日は中小企業におけるＩＴ導入支援について、中小企業庁、法政大学松島

教授、freee株式会社佐々木ＣＥＯ、それとその後、サービス産業の生産性向上支援策に

ついて経済産業研究所森川副所長よりご説明いただくことになります。 

 まず中小企業庁の技術・経営革新課から、ＩＴ導入における業種ごとの課題と事例につ

いてプレゼンテーションをお願いいたします。資料３をご覧ください。 

 それでは高倉課長、よろしくお願いいたします。 

○高倉技術・経営革新課長 ありがとうございます。 

 それでは、お時間もございませんので、早速ではございますが、資料３のほうでご説明

させていただきます。 

 私のほうから、ＩＴ導入そのもの、それから将来のＩｏＴの可能性ということでご説明

をさせていただきます。 

 右下のページ数で申し上げます。２ページ目でございます。中小企業と大企業の生産性

の件ですが、これは前回のご説明のとおりでございまして、こうした開きがあって、かつ

伸びもなかなか伸びていないという状況でございます。 

 次の３ページ目でございます。これも前回スライドで入っておりましたけれども、特に

どういったところが生産性という点で課題を抱えているかということで業種ごとに整理を

した際、やはりオレンジで塗ってあるところのセクターというのが比較的生産性が余り高

くないという状況になっているというスライドでございます。 

 次の４ページでございます。中小企業のＩＴ化の非常に大ざっぱな概況ということで、

これはアンケート調査の結果でございます。それぞれ３つの質問事項に対する回答としま

して、まず中小企業者の「ＩＴ活用が必要と考えている」という方々、それなりに意識は

高いんだけれども、なかなか実行に移していない、さらには実行に移したけれども、なか

なか効果があらわれていないというようなことが見て取れるわけでございます。ただ、一

定のＩＴに対する取り組みの問題意識というのは、こういったところで見て取れるわけで

ございます。 

 次の５ページ目でございます。少し業種ごとの実態を数字に出したものでございますが、

これは前回のスライドでもお示ししたとおりではございますけれども、業種ごとに少しま

だらな導入状況が見て取れるわけでございます。一般的に、いわゆるワード、エクセルと

か、あるいは電子メールといったものにつきましては、一定の導入状況であるということ
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ですが、実際それを業務にどう生かしていくか、さらには一歩踏み込んで調達や生産、販

売などの業務そのもののＩＴ化というところに踏み出す者というのは、まだ一、二割程度

ではないかと、こういったことが見て取れるわけでございます。 

 一方で、こうした導入に関しましては、なかなか社内に人がいないですとか、あるいは

導入しても本当に投資効果があるんだろうかとか、あるいはそもそも初期コストも含めて

コスト負担がなかなか厳しいと、こういったご意見も伺っているところではございます。 

 次の６ページでございます。 

 これも前回のスライドではございますが、右側の表のところだけで黄色く塗ってある縦

のラインでご覧いただきますと、情報処理・通信関係の支出、それから全体的な生産性の

関係というのが一定の割合で相関があるんではないかということでございます。 

 次の７ページでございます。ＩＴの投資、それから業績、業務実績につきましてあらあ

ら業種ごとに整理をしてみました。おおむね投資と業績につきましては相関があるのでは

ないかというようなことが見て取れるわけでございます。 

 先ほどのアンケートにも関係ございますが、ＩＴの導入効果が得られたという者につき

ましてご意見を頂戴いたしましたところ、単にＩＴの仕組みを買いますだとかということ

ではなくて、きちんと目標を持って、さらには業務のプロセス、見直しもあわせてやった

というところが効果があったというところが８ページの棒グラフで示されておるわけでご

ざいます。 

 以上、非常に概況ではございますが、中小企業のＩＴ導入に関しまして、幾つか実態と

課題が見えてくるわけでございますが、９ページ以降、それぞれの分野ごとに落とし込ん

だ際のどういったところに課題があって、ＩＴ導入の可能性あるかということについて少

しご説明させていただきます。 

 10ページでございます。 

 まず宿泊分野でございます。「経営力向上に向けた課題」というふうに10ページのスラ

イドでございますが、こちらのほうは前回もご説明いたしましたが、経営力向上計画のも

ととなります事業分野別指針、こちらの内容を分析してスライドにしたものと、このよう

にご理解いただければと思いますが、宿泊分野につきましては訪日外国人客の受け入れ体

制。一方で、非常に資本集約的であるということ、そういった背景をもとに一定の集客、

さらには従業員の定着率を高めると、こういったことが全体的な課題として認識されてい

るわけでございます。 

 次の11ページでございます。 

 こういった課題にどういった方向性で対応していくかということについて、その指針に

こういったことが記載しているわけでございますが、特にこれは事務局で勝手ながらペイ

ントさせていただいたものですけれども、赤字のところがＩＴ、ＩＣＴにかかわる記載、

あるいはその導入によって効率化、あるいは付加価値の向上が図れるというふうに考えら

れる項目にペイントをいたしました。 
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 以下、次以降の例でも同じように書いてございますが、宿泊業の場合につきましては、

例えば予約・注文、それから会計、売り上げ状況の仕入れ管理、従業員の勤怠管理、それ

から受発注・顧客管理、こういったところに導入による効果が期待できるんではないかと

いうところは考えられます。 

 次、12ページでございます。 

 大変恐縮ですが、宮﨑委員に以前プレゼンをいただきましたけれども、陣屋様の例を掲

げさせていただいております。こちらの「JINYA CONNECT」というパッケージを開発され

まして、自社の効率アップのみならず、これを実際に他の宿泊業に導入を支援するという

事業もやっておられるということで、少しずつ積み上げてこられたというふうには認識し

てございますけれども、導入後３年間で非常に売り上げも向上したと、こういった事例が

あるわけでございます。 

 次に運送分野、13ページでございます。 

 輸送分野、特に国内の営業貨物を念頭に置いてございますけれども、最近の課題という

意味では、事業者数が随分ふえているけれども、貨物そのものについては、少し伸びては

いますけれども、急激に伸びているとか、そういったことではない。それから、中小事業

者が多くを占めているということもあって、例えばこのグラフにございますように、荷待

ち時間があったりとか、積載効率がなかなか上がらない、下がっていると。その結果とし

て労働時間の長期化が図れていると、こういったような課題がございます。 

 14ページでございます。 

 これはＩＣＴということで１つの課題として大きく項目を立てていただいてございます

けれども、実際に求荷・求車システム、それから配車管理、こういったところにＩＴ導入

による効果が大いに期待できるところでございます。 

 15ページでございます。 

 これは一例ではございますけれども、えびの興産という、これは大阪にある会社さんで

ございますけれども、クラウドのパッケージソフトを利用して、大きな経営効率の改善に

つなげたという例がございます。 

 16ページでございます。 

 飲食でございますけれども、こちらのほうはサービス業、直接顧客の接遇をするわけで

すけれども、他産業と比べて非常に労働集約性が高いということで、こういった労働力の

効率化。さらには、その成果として効率化を果たした上で従業員の定着率を高め、賃金を

上げていくと、こういったことが課題になっているというふうに認識してございます。 

 17ページでございます。 

 対策の方向性としましては全体像は示してございますけれども、ここでも先ほど申しま

したように労働集約性が高いというところから、こういったところに関するさまざまＩＴ

の効率化の可能性があるのではないかということで、例えば顧客のサービス、商品・サー

ビスごとのロスの把握、作業工程そのものの標準化、マニュアル化、それからバックヤー
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ド業務全般のＩＴ化、こういったところは期待できるところでございます。 

 18ページ、飲食分野の事例でございます。 

 これは直接小売、飲食という形ではないかもしれませんが、酒蔵さん、こちらの運営に

かかわる原価計算から工数管理、さらには酒税申告業務も含めた、特に酒蔵さんに特化し

たパッケージというのも最近出てきておりまして、こういったものを最近ではかなり安価

に、しかもクラウドで利用できるということで、こういった事例が出てきておるわけでご

ざいます。 

 19ページ以降でございます。医療分野でございます。 

 これも医療分野を見た場合に、非常に大きな課題はさまざまございますけれども、特に

経営力向上、業務効率化という観点からは、やはりＩＣＴが１つの鍵であるというふうに

認識はされているわけでございます。 

 20ページでございます。 

 赤字で書いてございますように、やはりバックオフィスに係るＩＣＴの利用、さらには

病院、医院特有の電子カルテの利用、あるいは地域にある他病院とのデータ共有、こうい

った可能性が期待できるというふうに考えてございます。 

 21ページ、こちら北海道の医療法人愛生会病院様の例でございますけれども、こちら少

し大手様の富士通様のクラウドサービスを利用されておりまして、予約、診療、記録、一

連の処理をこのパッケージソフトでやっておられると、こういった例でございます。 

 それから、介護分野でございます。こちらのほうももう課題はたくさんございますけれ

ども、やはり介護需要が非常に大きく増加していくという中で、そのサービスの質をいか

に向上させていくか。結果として経営を安定させて、必要な人材を確保していくかという

ことが大きな課題になっているわけでございます。 

 23ページでございます。 

 これも一例ではございますけれども、介護サービスを行ってございます会社様の例で、

こちらも介護サービス専用のパッケージソフトの導入例です。これによりまして、まず業

務情報、その日必要な業務情報を画面で入力し、それによって皆さんが共有をするという

ことで、さまざまな伝達コスト、そういったものが効率化されていくと。それが結果とし

てサービス改善に結びついていくと、こういった事例でございます。 

 同じような例ではございますけれども、24ページでございます。 

 こちらのほうも「絆高齢者介護システム」という記録シートを共有するパッケージソフ

トでございます。これは内田洋行さんでしょうか。こちらのほうで提供されているシステ

ムでございますけれども、こういったことで職場環境を改善していったと、こんな事例も

出てきておるわけでございます。 

 25ページ、保育分野でございます。 

 こちらも保育ニーズというのが非常に高まっているということは言うまでもございませ

ん。特に都市部におけます保育の受け皿となる場所、それから人材の確保と、こういった
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ものが非常に大きな課題になっているというふうに認識してございます。 

 26ページでございます。 

 保育分野におきましても、これも１つの例ではございますけれども、ＩＴシステムを導

入いたしまして、実際、出勤、事務日誌、それから保育状況、勤怠管理、こういったもの

を一連のサービスとしてＩＴ化することによって、保護者の方々等も含め必要な情報の共

有、こういったことを図れるようになったということで、非常に無駄な残業も減ったとい

う、こういった実例もございます。 

 27ページでございます。卸・小売の課題でございます。 

 卸・小売と一緒くたにしてしまうと若干雑駁かもしれませんけれども、一般に小売につ

きましては事業者数が減っているという中で、一方で訪日外国人客の需要、海外展開のチ

ャンス、こういったものも動き出しているわけでございます。やはりＩＴシステムを導入

することによって、例えば販路拡大であるとか顧客管理といったようなことが可能性とし

て考えられてございますが、28ページを同じくご覧ください。 

 こちら赤字にハイライトしてございますけれども、そもそもサプライチェーンにおける

ＩＴ化、さらには少し高度なパターンとしては何かロボット利用による倉庫管理といった

もの、あるいは販売の現場におけるＰＯＳデータの導入、分析、そういったことがＩＴ化

による将来の可能性として考えられるわけでございます。 

 事例でございます。株式会社KURIYA様の事例を29ページに掲載してございます。こちら

の下の箱をご覧いただきますとわかりますとおり、受発注と販売管理、それぞれクラウド

サービスを提供している別々の会社さんがいらっしゃいます。これらの会社がこのサービ

スを連携することによって、それぞれサービス料はかかるんですけれども、最近こういっ

たものが非常に安く提供されるということで、こういったものをご利用していただいてい

るという例、こういったものがあるわけでございます。 

 続きまして、ＩＴ導入の支援の方向性ということでございますけれども、31ページでご

ざいます。 

 これ現在、私ども補正予算で確保しておりまして、ＩＴ導入支援予算として現在考えて

いるものでございますけれども、今ご覧いただきましたとおり、業種ごとにさまざま課題

は多少異なる面もありますが、一方で、例えばバックヤードなども含め、共通する点もあ

ると。こういったところを31ページの左下のほうの図でございますけれども、幾つかのこ

ういった会計や決済なども含めたクラウドサービスを全体として１つに統合する形で、あ

るいは１つのパッケージでもよろしいんでございますけれども、こういったものを複数業

者まとめて導入支援するという民間事業者と協力をして中小企業支援をすると。これに対

して、ＩＴの専門家を派遣することによって、客観的なそうしたモニタリングも含めた評

価も行っていくと。こういった事業を現在検討しているわけでございます。 

 32ページでございます。 

 こういった予算措置を今申し上げたんですけれども、さらに中小企業者にちょうど今こ



－7－ 

れから大きく広げていくのに非常にいいタイミングではないかというふうに考えてござい

ます。基本は民間事業者が行う話なのかもしれませんけれども、今の機会を捉えまして情

報システムを導入した上で関係機関が協力して、例えば業を縦で見ている役所ですとか、

あるいはいわゆる支援機関、こういったものが協力をすることによって面的に広げていく

ということをやっていくべきではないかというふうに考えてございます。そういった意味

で、本日どういうふうにこのＩＴシステムというものを広げていくべきかといったような

ことにつきましてご意見を賜れればというふうに思います。 

 ちょっとお時間の関係もありますので、次へ行かせていただきます。 

 中小企業のＩｏＴの利活用ということで34ページのスライド、これも前回ご説明いたし

ましたスライドでございますので省略いたしますが、大企業も含め、非常にいろいろな動

きが出ているという中で、35ページ、ドイツは主に製造業の中小も含めた工場のスマート

化ということに取り組んでいるというのが35ページでございます。 

 36ページは、これはアメリカ、民間のイニシアチブではございますけれども、ＧＥなど

が協力いたしまして、デファクトで、いわゆる多くの方々が標準的に使うようなインター

ネットシステムというものを構築しようとしている。 

 これにつきまして、日本におきましては37ページでございます。 

 昨年から取り組み始めておりますけれども、大企業も含めたＩｏＴにかかわるいろいろ

な先進事例の抽出ですとか、あるいは規制緩和などの低減、あるいは企業連携支援、こう

いったものを目的としましてコンソーシアムをつくってさまざまな取り組みを開始してい

ると。国もこれに少し支援をしているという状況でございます。 

 38ページ。その中でも少しロボットという切り口に特化して、ロボット革命イニシアテ

ィブ協議会、これを立ち上げてございます。ロボット利用に当たりましては、ＩＴ活用も

当然の課題でございますので非常に課題も重なるわけではございますけれども、38ページ

の真ん中より少し下にございますけれども、特に中堅・中小がロボット導入に当たってど

のような課題があるかといったことを今日おいでいただいています松島先生を座長として

ご検討いただいていると、こういった場がございます。 

 39ページでございます。 

 ＩｏＴというと、今いろいろ申し上げてきましたけれども、さまざま先端的な取り組み

も言われているわけではございますが、決して中小も人ごとではなく、いろいろな事例が

出てきているということで、39ページに少しチャートっぽく整理をしてみました。もちろ

ん、これに限るものではございませんけれども、非常に低コストでいろいろな取り組みと

いうのが中小企業にも始まっているということをお示ししたくスライドを用意させていた

だきました。 

 お時間の関係もありますので、39、40は飛ばしまして41ページでございます。中小企業

のＩｏＴ活用につきまして、これは１つ、非常に組織として中小企業というものはなかな

か柔軟性も高く、こういった新しいビジネス展開をしていくに当たって１つのチャンスが
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生まれてくる可能性というのも十分あるであろう。いろいろなツールも安く利用できるよ

うになっていると。国もいろいろ支援を始めているということではございますが、一方で

前回既に委員からのご指摘もございましたけれども、いろいろなものがインターネットに

つながるというのはセキュリティの課題であるとか、あるいはそもそも社内のＩＴ化もま

だ十分していない中で企業間同士をＩＴでつなぐというところを、よりスムーズにできる

ようにしなくてはいけないのではないか、こういった課題があるというふうに認識してご

ざいます。 

 こういったＩｏＴに関する課題の取り組みの一つとして、42ページには、後ほどまた松

島先生のお話に出てきますけれども、ＥＤＩに関する取り組みというものを開始している

ところでございます。 

 ちょっと駆け足でしたが、私からは以上でございます。ありがとうございました。 

○沼上小委員長 ありがとうございました。 

 本日は４つ、まず立て続けてに聞いていただくということになっておりますので、引き

続きまして法政大学の松島教授から、中小企業・小規模事業者におけるＩＴ・ＩｏＴの活

用についてプレゼンテーションをお願いいたします。資料４をご覧ください。 

 それでは松島教授、よろしくお願いいたします。 

○松島教授 おはようございます。よろしくお願いいたします。 

 お手元の資料、「中小企業・小規模事業者におけるＩＴ・ＩｏＴの活用」そして、「第

４次産業革命、それは中小企業のイノベーション」というサブタイトルでご紹介をしたい

と思います。 

 改めて申し上げるまでもないことですが、「日本再興戦略2016」、安倍総理のところで

600兆円に向けた「官民戦略プロジェクト10」というのを挙げられて、そのトップに第４

次産業革命が入って、（ＩｏＴ・ビッグデータ・人工知能）というようなことがあげられ

ています。これだけ見ますと、中小企業にはまだちょっと距離があるんではないかという

思いを多くの中小企業の方がお持ちだと思いますが、しかし、「第４次産業革命を我が国

全体に普及させる鍵は、中堅・中小企業である」ということがきちんと書き込まれており

まして、したがって、中小企業で利用されなかったら、実際は第４次産業革命は意味がな

いのだということをこのメッセージは述べているんだろうと思っております。 

 そこで、第４次産業革命について、いろいろな人がいろいろなことを言いますが、この

３つの基本ということでご紹介いたしますが、基本としてＩｏＴの現場のデバイスからデ

ータをインターネットにつないで、それを分析して見える化をして新しい価値をつくろう

ということでありますが、主に３つで整理しております。 

 第１は、データ収集の自動化、これを私たちは「ＩｏＴ」と呼んでいるわけであります。

２番目に、集まったデータをデータとデータ同士をつなぐこと。平たく言うと、芋づる式

にいろいろなものの見える化をすること。これが私たちが「ＥＤＩ」と呼んでいることに

つながります。 
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 第３は、これが一番大変で、頑張ってほしいことですが、集まったデータをもとにして

ビジネスを展開する。基本的にはコスト削減であったり生産性向上であったり、新規ビジ

ネスの創造であったりということです。ここは私たちはＡＩを活用していきたいと思って

います。今申し上げた第４次産業革命につながるいろいろな諸技術というのは基本的に中

小企業の現場から中小企業のもうける仕組みを支援するものだと理解しております。 

 とりわけ見える化というのは日本の大変に強みであるわけですが、最近、これはMotion 

Boardというおもしろいツールですが、集まったデータをこのようにタコメーターみたい

なアナログで見せると非常によくわかる。つまり、数字がずらっと並んでいて、これを見

ろというのは中小企業の経営者には無理でありまして、ここから危ないよ。それこそ、

「何月何日ぐらいに資金がショートするよ」とピッと赤い文字で出ると、おっ、頑張らな

くちゃということになります。基本的にはアナログのデータをデジタルに変えるのがＩｏ

Ｔですが、最後はやっぱりアナログで表示するというところが私たちに一番必要であると

考えております。 

 まず、ＥＤＩの話から行きたいと思いますが、これは第４次産業革命の一丁目一番地だ

と理解をしております。受発注ＥＤＩはなぜ進まない。この話をすると、多くの識者が中

小企業の経営者のリテラシーが低いからだと説明されます。もっとひどい人は中小企業経

営者があほだからだという言い方さえしますが、これは全くの間違いだと思っています。

つまり、脱下請の中で中小企業は複数の企業とおつき合いするようになりました。１社と

おつき合いしているわけではない。ところが、それぞれの注文をとるためには、ＷｅｂＥ

ＤＩなりネット受注なり、Ａ社からの注文はＡ社の発注画面から、Ｂ社とおつき合いする

とＢ社の発注画面から、Ｃ社とおつき合いするとＣ社の発注画面からと、みんな、うちの

システムを使うように指示してきます。しかし、当然想像できるように、それぞれログイ

ンの方法が違う、それぞれマニュアルがある。マニュアルをちゃんと読んで発注画面見て

くださいよ。そんなことに中小企業はつき合えるはずがないかた、ファックスでみんな受

け取っています。これを「遅れている」という表現をされる方がいますが、とんでもない

話で、ファクスだったら、事務所に印刷されるんですから、このほうが便利じゃないです

か、よっぽど合理的なんです。ネットで受注できないからあほだということは全くの間違

いだというふうに思っております。 

 もう一点、「わかりにくい発注画面」になりますが、それぞれ大企業さんは顧客に対し

ては大変親切なメニューを用意しているんですが、取引業者に対しては大変不親切な画面

を提供しておりますので、こんなものは使えないと経営者は思っております。これは実際

に使われているサンプルですが、こんな数字の並んでいるものを見て、それで注文を受け

取れと言っているのかと思います。 

 私たちが今回、中企庁さんと一緒に議論しているのは、わかりやすい簡単受注メニュー

をつくろうじゃないかということです。そうすれば、今は中小企業の社長さんでもスマホ

を持っている、タブレットを持っている。出先でこれでぱっと見て受注が来たね、見たら
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らすぐ発注者に電話して「ありがとうございます」と言う、このスピード感が大事だと。

ところが、会社へ戻ってきてパソコンを見て受注を受け取ってくださいでは社長は対応で

きない。中小企業のスピード感に発注先の大企業が対応していないというのが、これが実

態なんだと。したがって、大事なことは、受注側に立ったメニューを用意することだと思

っております。 

 もう一点大事なことは、私どもの調査で、ＣＣＣという指標を重視しておりますが、売

掛債権と在庫を足したものから買掛債権を引く。要は、お金がその会社でうまく回ってい

るかどうかを見るわけです。これが日本企業が62.7日、海外の企業は44.6日。20日も日本

企業はお金のめぐりが悪いということです。その理由は、大企業が支払いが遅いというこ

とです。金払いが悪いということです。いかに日銀が金融緩和をしてお金が回るようにと

言っても、大企業のところでキャッシュが積まれていて、設備投資もしない。そんなこと

をやっているから自社株買いをしろと金融市場が言ってくるのです。自社株買いするくら

いだったら、取引先に金払えというのが私たちの主張ではあります。このような現状を直

す必要がある。そのために、当然今進めている下請法の見直しにつながるわけでして、手

形をやめよう、早く払えというような運動が今全国的に盛り上がっているわけです。 

 そこで、新しい仕組みとして「金融ＥＤＩ連携」を提唱しているのですが、例えば皆様

が請求書を出したら、「この口座に支払ってくださいよ」と多分言うんだろうと思うんで

す。そうすると、支払いの人はその銀行に支払う。これと同じ仕組みつくりませんか。受

注企業が自分のところの受注クラウドサービスに発注してくださいと言えば、受注企業の

画面には各社全部横並びで出てくるじゃないですか。かつ、これはタブレットで持ってい

れば、社長さんは出先でもいつでもすぐ注文が来たら見られる。すぐ対応できて、すぐ指

示ができる。こういうような状態をつくるのが今私たちが目指しているＥＤＩの連携とい

うことになろうかと思います。 

 ここで次に「家計簿のスマート化」です。 ここで見ていただきたいのは、上ぐらいに

「西武鉄道 池袋」、これはSuicaのカードを改札口にピッとやりますと、当然のことで

すが、銀行とクレジットカード、これはSuicaと連携して、オートチャージ金額がここに

入ってきます。それから、どこかの何とか委員の手当が銀行に振り込まれますと、「入

金」といって入ってきます。これが自動的に仕訳されます。これが今やっている金融機関

の連携でありまして、こういうサービスと金融機関を結びつけようとしています。これは

「金融ＡＰＩ」と呼んだり、「金融ＥＤＩ」と呼んだりしています。そうすると、従来中

小企業は会計のデータを伝票を記帳するときの入力が面倒くさいなと思いながらやってい

ます。これが要らなくなります。自動記帳です。ほとんどの中小企業は大福帳を持ってお

金を集金に行っているわけじゃないし、現金で払っているわけじゃないわけです。銀行経

由で払っているので、全てのデータは銀行が持っている。その銀行とつないだら、自動的

に自社の経理につながるということです。当然のことですが、税金を払うために経理やっ

ているわけじゃない。当社の今日現在の経営状態を見るために会計をやっているのです。
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これは税務会計から財務会計、そして管理会計に移るべきだという私たちの議論を支える

のがＩＴで言う、この金融機関連携だと思っております。2018年へ向けてこういう動きが

起こるのは、まさしく中小企業のためにやっているんだと思うわけです。請求書発行もデ

ジタル化しましょう。中小企業から請求書が来ると、大企業も手で入力しています。やめ

ましょうよ。中小企業から積極的にデータを渡せば、大企業の経理業務とつながるではな

いですか。こういうところを今仕組みつつあるのです。 

中小企業にインターネットバンキングが進まないのは、中小企業の経営者があほだからと

言う人がいる。情報リテラシーが低いと。これは全くの間違いでありまして、私も組織を

つくって、個人口座を持っていた銀行に法人口座を開きました。使ってみたら、こんなも

の使えるものじゃないとわかりました。使えないです。セキュリティがうざくて、管理者

を誰にせい。何だかんだで２カ月でやめました。個人口座は無料ですが、法人口座は

2,500円ぐらい払うんです。これでは払う価値がないと、普通の中小企業の経営者だった

ら、誰でも思います。銀行に電話しまして、「こんなもの使えない」と言って、解約しま

した。つまり、メガバンクも含めて、インターネットバンキングできないのは中小企業の

問題じゃなくて、もっと使いやすいものをつくれば、みんな使うのだというお互いの共通

認識が必要です。 

 そんなことを実施すれば、「経営の見える化」が容易になります、このスポーツ商品の

お店は、夫婦２人でやっている。小規模企業がＩＴができないじゃなくて、小規模企業だ

からこそ、いろいろなものを使いながら、夫婦で経営の見える化をやって、時間ができて

子育ての時間がとれたと言っている。まさしく働き方改革というのは、こういう中から実

際にはできるんだろうと感じています。 

 全体を通じまして、私どもが「クラウドによる中小企業の基幹業務連携」を今中小企業

さんにご提案をさせていただいている最中です。 

 さてもう一つは、ＩｏＴの活用です。これは実は地方創生の一丁目一番地なんだと考え

ております。これからご紹介する幾つかの事例はほとんど東京ではない、地方の事例です

が、地方だからこそＩｏＴが役立つと思っております。 

 当然のことですが、ものづくりの拠点は都会ではなく地方にあります。これを消費地で

ある大都市に対して物を売っていく、産直やいろいろな方法があります。このためにクラ

ウドやネットが使われている。これは多分ご了解いただけるものだろうと思います。 

 ところが、このＩｏＴ推進に関して多くの中小企業は、「関心はあるが、活用する方法

がわからない」とおっしゃっています。関心があるうちにやっていただきましょうよ。 

 そこで、「ＩｏＴと情報連携による稼ぐ力増大」、３ステップに分けてみました。まず

第１に、現場のＩｏＴ化、第２に製品・サービスのＩｏＴ化、そして第３にデータ装備の

事業創造、この３つで考えてみたいと思います。 

 第１の現場のＩｏＴ化でありますが、これは実際に私どもの中小企業の経営者さんと話

して、明日からでもＩｏＴで着手したい課題。10年後じゃない。明日からでも、プレス機
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のショット数を遠隔からでも知りたい。びっくりしたのは３番目、社長や工場長がいなく

ても全ての機械を動かせるようにしたい。いないと動かないんだということです。これは

障害が起こったときに社長や工場長が飛んでいかなきゃいけない。こういうことがもっと

スムーズにできないか。これを解決するのがＩｏＴなんだという経営者の悩み事、困り事

からＩｏＴに結びつけたい。これが第１のステップであります。 

 ここで、「金型ショット管理接続イメージ」を描かせていただきますが、金型に、ＰＬ

Ｃからデータをとろうとすると、何かというと数百万の見積もりが飛んできます。そした

ら金型の横に古いiPhoneをガムテープでくっつけましょうよと。そうすると、ご存じだと

思いますけれども、スマホには加速度センサーがついているのでカウンターはできるんで

す。そこからアプリを入れてメールを飛ばしたら、工場長さんに金型、１万回ですよ、３

万回ですよというデータが自動的に行く。こういう使い方をすると、スマホはいろいろな

使い方ができると思うわけであります。 

  

 つまり難しいシステムじゃなくて、今のスマホをもっと使うようにして、使いやすくす

ればＩｏＴ導入もどんどん進むんだと申し上げたい。農業でもどんどん使われていますが、

これは記録をとるようになってから、田んぼの中に持っていって、タブレットで今日の生

産履歴を書いていく。そうすると、夜、家に帰ってから入力しなくていいので晩酌がおい

しいんだと言っていました。 

 次に、「製品・サービスのＩｏＴ化」です。ここをぜひこれからイノベーションで自社

の持っている製品や提供しているサービスにＩｏＴを組み込んだらどうかという話であり

ます。最初の事例は施工管理のＩｏＴで、建築現場をスマホで写真に撮って、すぐクラウ

ドに上げて、発注主が今どのくらいできたかというのをリアルタイムでなくても写真を見

て、みんなで確認する。これは明らかにＩｏＴによるサービスです。大宮工機は、沖縄県

の事例で、これは有限会社、多分社員２０人ぐらいだと思います。小規模企業だからでき

ないという理由は全くない。自社が提供しているレンタル機械に全部ＩＣカードをつけて

Google Mapとつないでいる、自社が提供しているリースのレンタル物件が今沖縄のどこで

どのくらい動いているかがわかる。これが顧客サービスにつながると言っております。 

 次に、Connected shuttle Bus。東京ですと、次のバスがいつ来るかというのは停留所

に出ています。だけど、地方であれをやるためには物すごい設備投資が要ります。田舎の

バス会社に、そんなお金ないです。運転手にスマホを持たせてＧＰＳ持ってこのアプリを

すると、自動的に今このバスはどこどこにいるということがわかる。待っている人は停留

所にいてスマホを開くと、バスはいつ来るかがわかる。少なくとも今どこにいるかがわか

る。 

 私もあるところで、バスが来ないからバス会社へ電話しましたら、バス会社が、「さあ、

今どこを走っているでしょうね」と答える。これは地方でこそのニーズだと思います。こ

れは北海道の事例なんですが、テレビでも紹介されている。これを全国に普及させるとい
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うのは、とてもいいＩｏＴの試みだろうと思います。 

そして、データがこれだけ集まったので新しくビジネスを起こす。今狙っているのはドラ

イブレコーダー、自動車の中のデータです。トヨタも日産もいろいろなものを出す。この

データをどう活用するかというところに日本のさまざまな産業が集中しています。損保の

例で言えば、安全な運転手と安全でない運転手で当然保険料金を変えようじゃないかとい

うビジネスを始めています。 

 さて、ＥＤＩとＩｏＴを実際に進めていきたい中小企業の「推進上の課題と活動項目」

でありますが、「何に役立つかわからない」ということに対して、今事例集の作成をしよ

うとして、ＩｏＴ事例公募を経済産業省さん中心にやっていただいています。「経営の困

りごと悩みを解決したい」ということにはいろいろな事業も動いています。「相談にのっ

てもらえる場所」を用意しようとしています。「役立つツールを知りたい」ということで、

ＩｏＴツールの募集をいたしましたら数多くの応募があって、そのなかから106件を公開

して、こんなものがあるよと掲載しています。私たちが一番大事にしたいのは、見積もり

をとったら100万円だけれども、実際に調べたら数万円で買えるものも結構多い。その情

報を中小企業と支援者にお届けしたいと思っていますし、このツールの４割は東京ではな

い地方発だったということも含めて、これは確実に地方の活性化に役に立つ。それぞれ地

方でＩｏＴツールつくってくださいよというような動きを、それこそＩｏＴ推進ラボを中

心に動いていると思います。 

 事例が集まったらユースケースオンラインマップという形にしまして、地図をクリック

すると、おらがまちにはどんな事例があるかということがすぐわかるようにマップ上に展

開したいと思っております。 

 皆さん、旅行に行くとき、全部ネットで情報を集められるし、予約もできる。でも、旅

行代理店では並んでいます。番号札を取る。どうしてですか。相談しなきゃいけないこと

があるのです。こう言っています。今、北へ行って本当に雪は大丈夫でしょうかなんてい

う話はネットだけではわからない。こういうような情報が欲しい。中小企業は今全部そう

です。みんなネットでいろいろなものが使えると言っているけれども、やはり手助けが欲

しいと言っています。そういう仕組みのために、まず「使って見せる」、従来、ＩＴ屋さ

んは、しゃべって提案書を提出して、プレゼンして価格交渉。こういうのをしないで、見

せて、試してもらって、これなら使えるという納得感で使ってみようと、このプロセスを

回すのが新しい仕組みだろうと思っております。 

 そして壊れたら、「近所の電気屋さん」がすぐ飛んできてもらいたい。こういうような

仕組みをつくりたいと思っているわけです。これが今一緒になってつくろうとしている仕

組みになります。 

 まとめですが、要は頼りになる支援が中小企業は欲しい。そのときに専門家の大先生が

来て、こうすべきだという話をするのが今、必要な支援ではない。一緒になって考えてく

れる伴走型支援。一緒になって悩んでくれるのです。２つ目は、いつでも相談できる場、
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ここに行けば相談に乗ってくれるというフォーラム型支援、この２つだろうと。皆さんと

仕組みを考えていきたいと思っております。 

 ありがとうございました。 

○沼上小委員長 どうもありがとうございました。 

 引き続きまして、freee株式会社の佐々木ＣＥＯから、中小企業のクラウド化による生

産性向上の取組についてプレゼンテーションをお願いいたしたいと思います。資料５をご

覧ください。 

 それでは、佐々木ＣＥＯお願いいたします。 

○佐々木ＣＥＯ freee株式会社の佐々木と申します。 

 私たちは、中小企業向けにクラウドサービスということで、会計ソフト、それから給与

計算ソフトを提供している会社になります。 

 私たちの現在の取り組み状況と、それをやっていく上での課題なんかというのを今日は

共有させていただければと思います。 

 ４ページになりますけれども、簡単に会社の紹介をさせていただきますと、私たちはス

モールビジネス、中小企業、それから個人事業主の方々が創造的な活動にだけフォーカス

できるようにしたいと。こういった思いをもとに会計ソフト、給与計算ソフトを提供して

おりますけれども、４年前に設立をして、既に累計で国内外のベンチャーキャピタルから

60億円以上調達して、それらを事業成長のために投資をして、現在、従業員規模にして

250名を抱えて事業を運営している会社になります。 

 実際提供しているプロダクトというのを５ページ目に掲載してありますけれども、新し

くビジネスが始まる、その現場から、そのビジネスが成長していくまで、これら全てをサ

ポートするソリューションというのを提供しようということでやっています。 

 まず最初にビジネスを始めようと。会社設立なり開業しようというときには、日本で取

締役３名で会社を設立しようとすると、おおよそ23の書類というのをいろいろな役所に提

出しなきゃいけないと。これらを一括で、スマホからでも５分で全ての書類を作成できる

と。こういったツールというのをまず無料で提供しております。 

 こうして会社を立ち上げていただくと、その後、日々事業の運営というのをしていかな

きゃいけないと。このとき、必ず会計ソフトというのは皆さん利用していただくことにな

るんですけれども、ひとつの特徴としてクラウドという形で、これを３年半前に提供し始

めました。 

 大きな特徴として、銀行とかクレジットカード、このウエブ上の明細というのがござい

ます。これを自動で取ってきて、それらを人工知能を使って自動で勘定科目を振っていく

ということで、シンプルな帳簿づけであれば、その機能を使って自動化していけるという

ところが１つ目の特徴。 

 もう一つは、今までは会計ソフトというと、単純に会計帳簿を作成する機能だけを持っ

ているソフトウエアというのが一般的だったんですけれども、私たちの場合には、これだ
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けではなくて請求書を作成して、入金した場合に消し込みをする機能ですとか、自分たち

が支払わなきゃいけない、受け取っている請求の支払期日の管理というのをこのfreeeの

中でできるようになっています。ですので、ビジネスを経営していれば当然やらなければ

いけないこと、そういったことをこのfreeeの上でやっていただければ、発生主義ベース

の高度な会計帳簿をつけるということが完全自動化できると、こういった仕組みになって

います。 

 また、スマホに対応しておりますので、スマホからでも請求書を発行したりですとか、

ビジネスの状況の確認というのが全て簡単にできるようになっていると。こういったとこ

ろがこの会計ソフト特徴になります。 

 次に、ビジネスが大きくなってくると、人の管理というのが必要になってくると。その

中でクラウド型の給与計算ソフトを提供しているんですけれども、こちらの特徴というの

は、今まで中小企業で使われている給与計算ソフトというのは従業員さんのデータという

のを全て会社側で入力なり管理なりをして利用すると、そういうのが一般的でした。です

ので、例えば誰か従業員の方が引っ越しをしましたと。そういうイベントというのを従業

員の方に申告してもらって、会社側が自分たちでその情報のアップデートというのをデー

タベース上に行って、それを給与計算に反映させていくと、こんな仕組みでやっていたと

ころを、このクラウドの仕組みを利用しますと、従業員の方が個人の情報であったりだと

か、あるいは勤怠情報というのをそのまま登録しますと、その情報をもとに自動で給与計

算というのが走っていくと。ですので、会社側から見れば、ワンクリックするだけで給与

計算の全ての情報というのはまとまって計算が出されると。それから、給与明細というの

が全員にメールで飛んでいくと。こういったような仕組みで大幅に給与計算事務を省略す

ることができる、こんな特徴を持っています。 

 これらのサービスを提供しているんですけれども、ともにクラウド型では私たちがトッ

プシェアを持っておりまして、事業所の数としては会計ソフトで60万事業所、それから給

与計算ソフトで10万事業所と、幅広い事業所に利用いただいているというところです。こ

ちらは、法人も個人事業主も含めてといったところになっています。 

 ７ページになりますけれども、どのような規模の事業所をターゲットにしているのかと

いったところでいきますと、先ほど申し上げたような個人事業主の方、本当に１人でやっ

ていらっしゃる方から、およそ数百名規模の会社さんまで使われていて、特に会社の規模

に偏りはあるんですかと言われると実はそんなことは余りなくて、世の中全体の従業員別

の事業所数の分布、それにおよそ比例した形で私たちの顧客層というのは存在しておりま

す。 

 価格帯でいいますと、今一番高い価格帯の部分で、法人向けですと、事業所ごとに月

3,980円、それからユーザーアカウントを追加して使っていただくと、プラス、ユーザー

１人当たり300円といった形の料金体系です。一番低いところになりますと、個人事業主

向けですと月980円で利用いただけると、こういった仕組みで提供させていただいており
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ます。 

 実際これらを活用いただいた事例というのをその次に掲載しているんですけれども、９

ページ目、こちら渋谷にあるfactoryというカフェになりますけれども、こちらではタブ

レット型のレジと会計ソフト「freee」というのを連動させて使っていただいています。

これをやることによって、今まで会計帳簿というのは一生懸命頑張って手で入力して、入

力し終わったら、もうばーんとパソコンを閉じてしまって、もう見ないと。こういうよう

な運用をしていたのが、そもそも面倒だった入力業務というのがなくなると、じゃ、その

結果から何が言えるんだろうとか、何が見えるんだろうと、こういう本来あるべきところ

にフォーカスできるようになったということを言ってくださっています。 

 10ページ目になりますけれども、これまでレジのデータと会計ソフトというのを連携さ

せようと、こういうことをやろうとすると大型の開発が伴ってしまっていたんですけれど

も、私たちの場合には、ＡＰＩの連携というのを利用して、ユーザーさんから見ると、自

分でもＩＤとパスワードを設定するだけで簡単にレジと会計ソフトのデータ連携というの

が実現できると、そういったような形になっています。 

 これによって、毎日、レジの締めが終わった後に、その売り上げのデータというのを転

記する作業というのが発生していたんですけれども、これを完全に省略できるようになっ

ていると。これがほぼ月数千円といった料金で実現できるようになったというのが非常に

新しい部分なんじゃないかなというふうに思っています。 

 11ページ目になりますけれども、freeeでは今レジに限らず、さまざまなツール、さま

ざまなシステムとの連携というのが実現されておりまして、それによって再度転記をする

ことなくどんどんデータを自動的に集めてくることができるという形になっています。 

 私自身がこのビジネスを始めたきっかけというのも、以前ベンチャー企業で財務の責任

者の仕事をしていたことがありまして、そのときに経理の担当の人間というのは１日中入

力をしていると。これ何で入力をしているのかというと、システム間で結局データの連携

というのはなされていないので、１度プリントアウトして、プリントアウトしたデータを

別のシステムに入力をすると。こういったことが現場で行われているから、全然仕事が減

っていかないと。こういったところに直面しまして、その次に私は、Googleで中小企業向

けのマーケティングを５年ほど担当したんですけれども、Googleですと社内の仕組みでも

クラウドで完結しておりまして、あっ、なるほど、こういう世界があって、世の中の中小

企業の方はこれを知らないと。それを何とか広めていけないかといったところで今のよう

なビジネスというのを展開しているところであります。 

 そんな背景ですので、さまざまなツールとの連携というのは非常に力を入れていまして、

自分たちで提供している請求書システムに限らず、さまざまな請求書管理のツールですと

か、ＰＯＳレジ、それからＥコマースのプラットフォーム、あるいは最近ですと、決済端

末です。こういったものとの連携というのをやって、これらを使っていただければ、自動

で会計ソフトにデータが入ってくるといったようなことというのをやっています。 
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 また、さらに労働保険の申告なんかというのも、このfreeeに入っているデータを使っ

てやっていく、あるいは税務の申告、こちらもそのままfreeeの中のデータを使って電子

的に申告することができるようになっていく、こういったところまで対応してやっていま

す。 

 先ほどfreeeの中には金融機関からのデータが取り込めるという話をしたんですけれど

も、最近ではデータを取り込むといったところも、さらに安定的なオフィシャルなＡＰＩ

を使ってデータ連携をする、こういった動きをさまざまな金融機関さんと取り組んでいた

りですとか、あとはfreeeの中に入っている財務データを使って、金融機関さんが与信を

すると、こういったことに使っていただくという動きも出てきています。 

 実際先月、ジャパンネット銀行さんはfreeeのユーザーさんの財務データをもとに最短

即日で与信をするという新しいタイプの事業所向けの融資商品を提供し始めているんです

けれども、これまで中小企業にとってみれば、事業融資というのを受けようとすると、試

算表なり決算書なりというのを何期分もさかのぼってプリントアウトして持っていって、

それをもとに与信というのが始まると。そういった流れだったのが、もともとあるデータ

を共有するだけで、それで即日で審査が受けられる。こういった形にユーザー体験という

のは進化していくのかなというふうに思っています。 

 13ページ目になりますけれども、こちらは私たちの銀行とかクレジットカードのデータ

を使って、どのように自動で仕訳をするかという仕組みになります。 

 これ例えば、簡単な事例で言えば、「イーモバイル」というふうに銀行なりクレジット

カードの明細に書いてあれば、これ通信費だということは人だったら誰でも予測できるわ

けです。こういったことをモデル化して、この中の言語解析をすることによって帳簿づけ

を自動化していくと。私たちはこれまで２件の特許も取得して、こういった技術への投資

というのをしております。 

 14ページ目になりますけれども、最後に私たちなりのクラウド活用のメリットといった

ところをまとめておりますけれども、単純にまず、簡単で安いということになります。従

来、いわゆるオンプレ型のソフトウエア、Ｂ to Ｂ向けのものを利用しようとすると、そ

もそもサーバーと一緒に買うといったような形になってしまって、そのサーバー自体が高

価で、それに加えてソフトウエアにも投資していくと。こういったものが、もう提供する

サーバーとか、そういったことは一切気にせず、ソフトウエアだけを安価に利用すること

ができるというのが１つ目。 

 それから、私たちが一生懸命取り組んでいるようにＡＰＩなんかを利用して、さまざま

なシステムと簡単につながっていくことができるといったところが次の特徴。 

 最後に、先ほどご紹介したように、人工知能を使って会計帳簿の仕訳というのを自動化

させていくというような形で、どんどんデータが集まってくることによって、そこから進

化させていくことができると。こういったところがクラウドを活用していくことの大きな

メリットかなというふうに思っています。 



－18－ 

 またもう一つつけ加えますと、最近私たちのソフトをご利用いただいている60万事業所

のユーザー同士のネットワークというのができてきていますけれども、そうなってくると、

この仕組み上でお互いに請求をし合えば、つまり、債権者がfreee上で請求書を発行して、

債務者がfreeeで受け取った場合というのは、再度手で入力しなくても、自動でそのまま

直接データベースに入ってくる仕組みになっています。そうすると、ＥＤＩというのがな

かなか浸透しないという話、先ほどありましたけれども、もう既にある１つのソフトウエ

アのネットワークの中でＥＤＩが仮想的に実現してしまっていると。こういうようなこと

も可能性として今広がってきています。 

 次に、16ページ以降に私たちが考えている課題につながる部分というのをまとめてまい

りましたけれども、16ページ目にありますとおり、新設の事業所では、会計ソフトといえ

ばクラウドが当たり前という時代が既に来ていて、設立１年未満の会社で限って見ますと、

既に会計ソフトは、クラウドを使っているほうがマジョリティであるというような形にな

っています。だた、全体で見ると、まだ会計ソフト利用者の中でのクラウドの利用率とい

うのは17％、こういったところにとどまっている状況になります。 

 では、これはどうやって広まってきているのかといったところですけれども、私たちは

まずインターネット上でマーケティングをして広めていくと。そして、直接販売をして広

げていくといったモデルをとってきていたんですけれども、最近さらにそこに対して第二

番目の矢としてどんどんユーザーベースを広げることに貢献していただいているのが、１

つは会計事務所さん、それからもう一つは地域の金融機関さんになっています。 

 会計事務所さんにとっては、例えば既に会計ソフトのクラウド化が100％進んでいるニ

ュージーランドみたいな国に行きますと、もう会計事務所が記帳を請け負うという業務と

いうのは、ほぼ自動化されていますので、会計事務所のあり方自体がより広がってきてい

まして、例えばＩＴをどういうふうにすべきかとか、業務の効率化というのはどういうふ

うに実現すべきか、とこういったところについて、もう直接相談相手になっているという

ケースが非常に多くなっているそうです。 

 そういった形で、これからの会計事務所さんの新しい付加価値づけとして、こういった

クラウドサービスを使った業務効率化を提案していくことというのが１つ期待される役割

であるといったこともあって、今会計事務所さんからクラウドサービスの利用というのを

積極的に顧問先企業に提案いただいていると、こういったことが進んできています。 

 それからもう一つは地域の金融機関。こちらは石川県の北國銀行さんなんかの場合には、

銀行の行員さんが地域の中小企業向けに業務効率化をどんどん提案すると。これは融資を

いきなり提案するということの前段階で関係性の確保、それからそのビジネスについてし

っかり理解するためのプロセスとして業務効率化のコンサルティングというのをサービス

として提供していますと。 

 その中で、freee自体が提案の中身に入っていくことというのも非常に多くあって、こ

ういった形で、これまで例えばサーバーなんかを売っていくようなベンダーだけがこうい
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ったクラウドサービスとかＩＴサービスを広めていくといったような世界観から、ITのス

ペシャリティというよりは、業務とか経営のレイヤーでスペシャリティのあるプレーヤー

がこういったクラウドサービスを広めていくと。こういったところにシフトしているとい

うところも大きな特徴かなというふうに考えています。 

 次に、先ほど松島先生からも一部ありましたけれども、18ページ目にありますとおり、

とはいえ、このクラウドサービスが広まっていくに当たって、どこか１つがボトルネック

になってしまうと、それによって全てが効率悪くなるということが起こってしまう。これ

が非常に大きな懸念事項かなというふうに思っています。 

 その中で一番大きなボトルネックというのはインターネットバンキングの利用率といっ

たところで、今私たちは、ＩｏＴだ、コネクテッドカーだ、コネクテッドデバイスだとい

う話をしているんですけれども、インターネットバンキング普及率が低いということは、

ビジネス自体がまだコネクテッドではないと、そういうような状態にあるんじゃないかな

ということを私たちは考えておりまして、今インターネットなんかでアンケート調査をし

ますと、法人でのインターネットバンキング利用率って40％ぐらいだというような結果が

出ます。ただ、これ別の調査で、インターネットの調査と同じ内容を紙・郵送で調査をす

ると、圧倒的に数値が下がるということもわかっていますし、またあるいは地銀さんの担

当者ベースで聞くと、インターネットバンキングの利用率は大体10％から15％ぐらいとい

ったところが肌感覚になっています。 

 ということは何が起こっているかというと、残りの80％以上の中小企業。中小企業とい

うのは、銀行に支払いに行くのにも誰かを送って、リアルの支店で並んで支払いをすると

いったことを行っているわけで、こういうようなことがまだまだ当たり前として行われて

いるとすると、じゃ、クラウドサービスを使って業務の効率化をするという以前の問題と

して、そんなことをしても大して変わらないよねと。まだ、通帳記帳や振込をこれだけ人

手でやっているということが、業務効率化のボトルネックになっているんじゃないかなと

いうことを考えております。 

 最後に課題といったところで２つまとめておりますけれども、１つ目というのは、この

クラウドに対する、移行していくというようなところの一番のボトルネックというのは価

格ではないんです。価格については非常に安く抑えることができるというビジネスモデル

ではありますので、それ以上に経営者側なのか、あるいは経営者を支える士業とか地域金

融機関などの周辺の人たちの意識改革というのが求められていきますし、あるいはベンダ

ー側も、ベンダーというか、クラウドサービスを提供する側というのも、これまでのチャ

ネルというのにとらわれない販売の仕方というのを積極的に取り入れていくことで世の中

全体の意識というのを変えていくことというのが必要とされているかなというふうに思う

のが１つ目。 

 もう一つは、環境が変わっていくこと。いくら電子化してもやっぱり紙が捨てられない

よねというふうに思われてしまうと、技術というのはなかなか移行していかない。では、
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やっぱり結局紙だよねというふうに思われてしまう大きな２つの原因が私はあると思って

いて、１つは金融サービスです。銀行に行ってじゃないと手続できない。これがなくなっ

ていくことによって、では全てクラウドでできるよねというのが当たり前になっていく。 

もう一つは行政サービスであるというふうに思っています。行政サービスも電子行政窓口

がどんどん出てきていますけれども、まだまだ使われていないといったような状況で、こ

れは利便性が追いついてきていないといったところというのは一番大きな課題ではありま

すし、あるいは領収書、請求書、こういったものを紙で保存しておくというのも、税法で

ある程度義務化されていて、電子化を許容する動きというのは出てきていますが、電子的

に保存するほうがまだまだユーザーエクスペリエンスというのは高くないといったような

ところというのが限界としてございまして、こういったところをまずは変えていく。その

上でさらに金融サービスも含めたＡＰＩ化といったところを必須のこととして取り組んで

いくべきなのではないかなというふうに考えております。 

 私からは、以上になります。 

○沼上小委員長 どうもありがとうございました。 

 それでは、最後に経済産業研究所森川副所長からサービス産業の生産性向上についてプ

レゼンテーションをお願いしたいと思います。 

○森川副所長 森川です。今までの３つのプレゼンテーションとは、議事次第をご覧いた

だくとわかりますように、少し別の話になりますので、その前提でお聞きいただければと

思います。 

 今年「サービス立国論」という本を出して、サービス産業の生産性向上の問題を含めて

包括的に書きました。その中で今日のご議論に関係がありそうなところをピックアップし

て、ごく簡単に紹介させていただきたいと考えています。 

 前提としては、サービス産業の生産性向上に対する期待が非常に高くなっている。その

背景は、もう皆さん百も承知でしょうけれども、日本の現実の経済成長率というのは、な

らしてみると、潜在成長率とほぼ同じという状況になっている。つまり、経済成長率を上

げるためには、潜在成長率を上げなければいけない。その中で経済の７割以上を占めてい

るサービス産業の生産性向上が大きな課題になっているというのが背景です。 

 このサービスセクターの生産性向上を考えるときに、モノと大きな違いが３点ございま

す。１つは、生産と消費が基本的には同時であること。同時であるという意味は、時間的

に同時に生産と消費が行われる、それから場所的に同時に行われるということがございま

す。したがって、サービスセクターでは稼働率が生産性に直結するということになります。

時間帯とか曜日とか季節による時間的な需要の変動、あるいは経済活動の地理的な分布、

これが企業の生産性や収益性に大きく影響するという特徴を踏まえた対応が必要になりま

す。 

 ２つ目は、質の事前評価が非常に困難であるということで、その結果、生産者とユーザ

ーの間での「情報の非対称性」という問題があって、この結果、企業にとってはブランド
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イメージが非常に重要になります。ブランドイメージのための投資は、一種の無形資産投

資ということになるわけです。 

 それから、政策的には職業資格制度、事業の許認可制度といった消費者保護などの観点

からのさまざまな社会的規制があって、これが場合によっては生産性向上の阻害要因にな

るということがございます。 

 ３点目としては、対個人サービスは家計内サービスと、対事業サービスであれば企業内

のサービスとの代替可能性が非常に高いという特徴があります。典型的には保育サービス

とか介護サービスが発展することによって女性の労働供給が増えるという側面を持ってい

るということがございます。 

 ４ページに行っていただきます。サービス産業の研究開発投資・イノベーションですが、

左下のグラフをご覧いただきますと明らかですけれども、研究開発投資、これは製造業に

比べてサービス産業は、平均的に見ますとおよそ５分の１で、ハードな研究開発投資は非

常に少ないというのが特徴です。 

 それから、右に描いてございますけれども、イノベーションを行っている企業の割合を

見ますと、ブルーで描いた製造業、それから赤で示しましたサービス産業を比較しますと、

サービス産業のほうが製造業に比べてイノベーションを行っている企業の割合が総じて低

いということがございます。 

 ただ、先ほど見た研究開発集約度が５分の１という数字に比べますと、それほど大きな

差はないとも言えます。したがって、サービスイノベーションにとってはフォーマルな研

究開発投資とは異なるイノベーションメカニズムが重要であることを示唆しているように

思います。 

 ５ページでございますが、今見ましたように、サービス産業はイノベーションを行って

いる企業の割合は低いわけです。しかしながら、左下のグラフでブルーの製造業、それか

ら赤のサービス産業を比較してみますと、これは何を示しているかというと、プロダクト

イノベーション、あるいはサービスイノベーションを行った企業とイノベーションを行わ

なかった企業のＴＦＰ、生産性の差を示しています。イノベーションを行った企業は、そ

うでない企業に比べて、当然予想されるように生産性が高いわけですが、その差が製造業

に比べてサービス産業で顕著に大きいということがわかっております。 

 それから、右にございますように、特許の保有を見ますと、製造業に比べてサービス産

業は特許を保有している企業の割合は非常に低いのですが、営業秘密、これは顧客データ

などのビッグデータを含みますが、これを見ますと、製造業とサービス産業の差はほとん

どないことがわかります。サービス分野のソフトイノベーション、あるいはビッグデータ

活用にとって特許以外の制度的なフレームワークが大事だということを示唆していると考

えています。 

 ６ページ、これは先ほどのＩＴの問題と関係していますが、左下にございますように、

ＩＴ集約度を製造業とサービス産業とで比較しますと、サービス産業はＩＴ集約度、ＩＴ
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の利用度は非常に高いという特徴があります。しかしながら、ＩＴを生産性向上に結びつ

けるためには、組織革新や人材育成といった補完的な無形資産投資が必要であるというこ

とが明らかにされています。 

 そして、サービスの特徴であります生産と消費の同時性を前提にしますと、ＩＴを稼働

率の向上に生かすということが特に重要ではないかと私は考えています。幾つか海外の研

究例を紹介しておりますが、例えばウーバーなどはその典型的な例だろうと考えます。 

 それから、稼働率という点でいいますと、外国人訪日客の増加。これはもちろん宿泊総

数が増えるという量的なメリットがあるわけですが、外国人は日本人と季節的、あるいは

曜日的な宿泊のパターンが違います。その結果、需要平準化効果を通じて、宿泊施設の稼

働率が高まっているという効果があります。 

 右下に描きましたように、総宿泊者数を一定としても外国人宿泊率が高いと客室稼働率

が高くなるという関係があり、これは計測される生産性に対してプラスの寄与をしている

ことになります。 

 ７ページ、ややテクニカルになりますけれども、最近の研究は生産性向上にとって無形

資産投資が非常に重要であることを明らかにしてきております。左下の表に示しましたよ

うに、投資全体に占める無形資産投資の比率は、製造業に比べてサービス産業は非常に高

くなっております。これは企業会計上把握できる無形資産投資だけで見ていますので、会

計上把握できないものを含めると、もっと大きいのではないかと考えています。 

 右下に描きましたのは、サービス企業は特に無形資産投資の内部資金、キャッシュフロ

ーに対する感応度が高い。これは言いかえますと、外部から資金調達することが難しいの

で、無形資産投資は自己資金でまかなう傾向があることを意味しているわけです。つまり、

サービス産業の生産性向上に無形資産投資が寄与するわけですけれども、金融資本市場の

不完全性、借入制約がハードな設備投資に比べて深刻な可能性を示唆しています。 

 また、企業年齢の若い企業、それから規模の小さい企業で投資の内部資金感応度が高く、

こういった企業でより借入制約が強い。 

 一方、現実の政策税制とか政策金融は、設備投資、あるいはハードな研究開発への支援

が中心になっておりまして、ここは知恵を絞って無形資産投資を促すような政策手段を考

えていく必要があるという問題提起でございます。 

 ８ページでございますが、左下に示しましたのは、製造業を含めてですが、本社機能は

企業内サービス部門の中核でありまして、現代の企業において戦略的意思決定を担う大変

重要な役割を果たしております。ところが、この本社機能部門は、間接部門ということで、

小さくしたほうがいいという神話があります。しかしながら、企業のデータを用いて分析

しますと、本社機能部門が大きい企業ほど生産性が高い、また本社機能部門とＩＴとが生

産性に対して補完的なプラスの効果を持っていることがわかっております。 

 それから、イノベーションや新規創業といった観点から、企業間のネットワーク、ある

いは人的ネットワークが重要であることが明らかにされてきています。ここでは私どもＲ



－23－ 

ＩＥＴＩの研究を２つ例示させていただきましたが、そういったことが実証的にわかって

きています。 

 考えてみますと、企業の営業部門というのは新規顧客の開拓とか信頼関係の構築・維持

という大変重要なミッションを持っています。交際費というのは本質的にそういうネット

ワーク形成のための投資であって、そのための費用は一種の無形資産投資と考えることも

できるのではないかと思います。 

 麻生財務大臣が交際費課税の軽減措置を導入して、中小企業は特に手厚くなっているわ

けですが、これは景気対策というだけではなくて無形資産投資を促進するという意義を持

っていると考えています。 

 交際費は、あくまでも１つの例としてお示ししたわけで、実際に本当に大事な投資とい

うのは、ハードなものではなく、いろいろなソフトな投資があることの１つの例としてお

話をさせていただきました。 

 人工知能の問題ですけれども、ビッグデータ、ＡＩ・ロボットが経営に及ぼす影響を前

向きに捉えている企業はかなり存在するわけで、世の中にサービス企業が圧倒的に多いと

いうことを踏まえますと、90年代のＩＴ革命では、ＩＴ利用産業、金融、流通、運輸とい

ったサービスセクターがこのＩＴ革命の成果を享受したわけですけれども、ＡＩにつきま

してもサービス産業を中心としたAI using industriesに着目する必要があるのではない

かと考えています。 

 そして、その際、右下にお示ししましたけれども、私が行ったサーベイによりますと、

人工知能が経営に与える影響をポジティブに捉える企業というのは、大卒、あるいは大学

院卒の従業者の割合が高いということがわかりました。もちろん、労働者のスキルは学歴

だけで測れるわけではございませんが、ＡＩといった新しい技術と高いスキルの労働の補

完性を示唆する結果でして、したがって、従業員のスキルを高める投資が、今後、ＡＩの

時代に広がっていくことを示唆していると思います。 

 時間の関係で、あとこの１枚だけ紹介して終わりにしたいと思いますが、実はサービス

産業は、生産と消費の同時性という特徴がありますので、製造業と比べて密度の経済性が

非常に顕著です。したがって、事業所が立地している市区町村の人口密度、あるいは対事

業所サービスであれば雇用密度が高いほどＴＦＰが高いということが確認できます。 

 日本全体の人口が減少するサービス経済におきまして、大都市の人口集積を維持するこ

と、コンパクトシティをつくっていくということが国全体の生産性を維持・向上する上で

重要だということを示唆しているように思います。私は、空間的な新陳代謝が大事だと表

現しています。 

 右下にお示ししたのは、人口増加率です。2015年の国勢調査の実績が出たわけですけれ

ども、これを見ると、実は人口密度がもともと高いところほど人口が伸びるという傾向が

予想されていたよりもはるかに強く起きていることがわかります。あるいは逆に言えば、

密度の低いところは予想以上に人口が減っているということが市区町村レベルではっきり
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起きています。これは、東京に一極集中しているわけではなくて全国的に起きている現象

でして、東京都内を除いて推計しても同じような関係が観察されます。これは都市型産業

という性格を持つサービス産業がシェアを高めているという産業構造の変化の中で、当然

の経済メカニズムも働いているということを示しています。円滑な人口移動を阻害するよ

うな要因を除去していくことが望ましいと考えられます。 

 これは中小企業政策の問題というよりは、国交省のいろいろな政策が主だろうとは思い

ますけれども、例えば経営力強化法などを考えるときにも、例えばコンパクトなところに

行く場合に少し手厚くするとか、いろいろ工夫の余地があるかもしれないという感想を持

っております。 

 サービス輸出の問題、それから政策の不確実性の問題など、用意はしましたけれども、

時間の制約もありますので、プレゼンは省略して、必要があれば質問にお答えしたいと思

います。どうもありがとうございました。 

○沼上小委員長 森川副所長、どうもありがとうございました。 

 予定された時間を全体に随分オーバーしてきたんですけれども、森川副所長のおかげで

随分キャッチアップができたということになっております。がしかし、随分残された時間

が限られておりますので、できるだけ全員に一言ずつご意見、ご質問等いただきたいと思

いますので、お一人３分程度、２分ぐらいで何かやきもきした顔をするようにしますので、

ぜひお時間をお守りいただきたいというふうに考えています。 

 いつものように、ご意見、ご質問のございます方はネームプレートをお立ていただけれ

ばと思います。 

 では、三村委員から。 

○三村委員 詳しいご説明ありがとうございました。それでは、２点ということで。 

 森川先生に対してで、実はこれは意見というか、質問ではなくてコメントでございます。

実は今日、無形資産投資の問題、それから資金制約、サービス業において資金制約の視点、

それから８ページにある本社機能部門で営業のあり方、これが非常に大きな意味を持つと

いうこと、いわゆる冗費ではなくて、それが持ついわゆる本質的な意味というところを非

常に強く指摘していただきましたので、私これを考えているところでありましたので、非

常にいいご研究をされているな。営業というのは一体どういうものかということも今後変

わる必要がありますけれども、大変いいご指摘だというふうに感じました。 

 それから、松島先生に１つご質問でございます。 

 私もＥＤＩの受発注の難しさ、本当おっしゃるとおりでございまして、本当にイライラ

ストレスをためている現場担当者の話を非常によく聞いております。本当に先生のご指摘

のとおりだというふうに思います。 

 それで、これは政策提言について１つ質問ということになるんですけれども、システム

インテグレーターの育成、専門家の派遣、よろず支援拠点、大変いいご提案であると思う

んですけれども、どういったような専門家なのか。従来専門家を育成するとか支援すると
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か、いろいろ言葉だけはあるんですけれども、先生はどういったようなタイプとか、ある

いはどういったような育て方があるとか、あるいは現場の人たちとどういうようなコラボ

レーションがあるのかということについて、もしご示唆いただければというふうに思いま

す。 

 以上です。 

○松島教授 。ありがとうございます。人材育成の話は、どちらでもずっと大きな課題な

わけですが、まず一般論で申し上げますと、教えるから一緒に考えるというところに大き

く変わってきて、これを一般論で言うとコーチングという議論になるんだと思うんですが、

ややもすると、従来の人材育成というのは専門家を育成するんだということになりますと、

専門家が経営者のところに行って教えてやるというような感じで、それがほとんど今意味

がなくなってきておりますので、一緒に悩みを共有しながら一緒に問題を解決するという

人材の育成が必要だというふうに思っております。 

 今スマートものづくり応援隊事業で人材育成、専門家育成をやっておりますが、もっと、

伴奏型支援ができるように提言をさせていただいております。 

 もう一つ言うと、さっき試してと言いましたが、専門家が経営者のところに行ってしゃ

べるばっかりじゃなくて、実際にこうやるとできるよというようなことを見せられるよう

な、そういう現場に近い専門家が必要かなと思っております。 

 ありがとうございます。 

○沼上小委員長 よろしいですか。 

 私の視力が足りないもので、三神委員が２番目に札を立てたということは確認できてい

るんですが、その他はほぼ同時であったという認識でございますので、次は三神委員にお

願いして、その後村本委員、森委員、小正委員、曽我委員、大浦委員、河原委員、阿部委

員、最後に宮﨑委員ということで進めていきたいと思います。 

 それでは、三神委員お願いします。 

○三神委員 ありがとうございます。 

 私もコメントに近くなります。佐々木さんのプレゼンテーション大変参考になりました。

ありがとうございました。皆さん共通して、現状の中小企業や個人事業主の動きに大手側

がいかに対応していないかというご指摘がありました。私自身が個人事業主として最初か

ら開業し、かつ女性であるという立場から、いかに溝があるか例をご紹介したいと思いま

す。 

 Freee社は、みずほ銀行と提携しておられるということですが、論文を書くなど執筆を

伴うキャリアの女性で法人化していないケースは旧姓をビジネスネームに使用しなければ

キャリアが断たれるため、屋号で銀行口座を取る必要が出てくるのですが、私が開業した

当時はこうした個人事業主の事情に対応しているのは三井住友銀行だけでした。また、最

近は状況が変化してはいますが、ビジネス用で様々なソフトと互換できる、一定のグレー

ドのクレジットカードをそもそも小規模事業主が発行してもらえるかという問題がござい
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ます。英米系ですと似た属性の母集団や取引フローから統計的に審査をするのですが、日

本は土地を持っているかどうかが出発点で、私はこうした事情からカードは旧シティ、収

入管理は三井住友銀行と別れていまいました。さらに、支払い口座になりますと、公的な

支払いを伴いますので戸籍上の名前と一致した口座が必要となり、屋号口座をひとつ作る

と同じ金融機関に口座は作れませんので、さらに別の、みずほ銀行にと分断されてしまう。 

 こうしたばらばらの状態ではソフトで統合するにも煩雑になります。さらに言うと、グ

ローバルではバーチャルオフィスというサービスが展開されています。Google等の大手外

資系企業も海外進出時に使用します。ご存じない方のための説明は省かせていただきます

が、こうしたオフィス機能は、スマートフォンのアプリでバイリンガルの秘書に指示を出

し、ヴォイスメールで報告が届き、海外出張もバーチャルオフィスの海外支店を全拠点と

して使う。ドバイであろうと、ロンドンであろうと、パリであろうと、会議室も現地出張

先でそうしたアプリから予約を取るなどするわけです。ところが、こうしたサービスで世

界三指に入る企業が提供するアプリケーションに対して、日本メーカーのスマホがほとん

ど対応していない。かろうじてソニーのXperiaが限られた品番でのみひっかかっている状

況です。いや応なく、サムスン製のアンドロイドかiPhoneを買うしかない。大手企業が金

融から大手製造業、サービスまで、こういった新たな事業動態に伴うソフトウェアに全く

追いついていないという現状がございます。では、こうした問題に対する改善案や交渉を

どういった主体が行うのか明確なプレイやがいません。個々が声を上げてもとても上層部

の経営判断にまでは声は届かないでしょう。freee社のようなお立場だと、こうしたニー

ズがあるのですと提案交渉をしていただける位置づけになるかと推察します。 

様々な施策を中小企業や小規模事業者単位で行っても、こうした交渉役を大手との間にか

ませなければ、全体が実効性をもって回らないであろうと、直感的にですが見える次第で

ございます。 

 また、一部融資のお話も出ましたが、フィンテックにおける中小企業融資も並行して取

り組む必要があるでしょう。マイクロファイナンスレベルでは既にアメリカではかなり業

績を伸ばしている、オンライン金融機関があり、中小・小規模事業者の機動的な資金調達

に貢献しています。地銀や中小企業融資の分野で使えるフィンテックは今後、本丸になる

分野とも言われているのですが、この分野も手つかずのままでは、やはり資金管理周辺の

IT化やペーパレス化をうたっても機能しないであろうと考えます。 

 最後に、より大きな問題について触れさせてください。フィナンシャル・タイムズなど

でもすでに報道済みですが、インダストリー4.0の中核にある産業用ロボットや工作機械

メーカーが軒並み中国資本に買収されていまして、表向きはドイツが推進する施策でもプ

レイヤーの実態は中国企業となっております。先ほど松島先生がおっしゃったような、プ

リミティブなやり方で自社内のみで組み立てて行くソフト開発のレベルなら良いでしょう

が、本格的に外部と接続していった時に、製造プロセスの動きが全て、実質中国の企業に

筒抜けになる恐れが出てまいります。より高度なシステム開発をしていった場合、この問
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題にどう対応するのかを現時点から念頭に入れる必要があるでしょう。 

 特に、トランプ大統領の誕生に影響して、超高度分野は先進諸国がどこも他国への提供

に対してプロテクティブになってくると予想されております。防衛庁がちょうどウェブで

開示しておりますが、特に国産でなければならない情報分析ソフト等を中小企業に期待す

ると明言しています。こうした、中小企業自身のＩＴ化による生産性向上を取り扱う企業

が、超ハイエンド領域に刺さるソフト開発を行うプレイヤーになる、そうした中小企業を

どう育てていくかという意味でのＩｏＴであり、ＩＣＴであり、という切り口も施策の視

野に入れていただけたらと考えます。 

時間オーバーですので以上にいたします。 

○沼上小委員長 ありがとうございました。 

 引き続きまして、村本委員お願いいたします。 

○村本委員 大変興味深いプレゼンをありがとうございました。 

 １つ、２つ、コメントなりご質問なのですが、１つは最初に整理がありましたように、

ＩＴについての業種別の問題点、これありというお話でしたけれども、伺ってみると、ど

うも規模の問題もありそうだなとか、あるいは地方の視点というのは松島先生もおっしゃ

いまして大変重要ではないかなというようなことがございまして、その辺もぜひ考えて、

視点として取り上げていっていただきたいと思いました。 

 それからもう一つは、freeeさんがおっしゃったことの中で地域の金融機関との連携み

たいなものは非常に重要な問題であるというふうにおっしゃいました。私、地域金融のこ

とを今やっているものですから特にそう思うのですけれども、地域の金融機関も従来型の

モデルをやっているところ、今みんなどんどんだめになっているわけです。金利がどんど

ん下がっている状況で、もう生きていかれないということであれば、例示された幾つかの

銀行というのは、地域金融機関の中でもとてもいい銀行でありまして、そうでないところ

が一番問題なわけです。ですから、そこにどう対応するのかというようなお話とか、ある

いはもう一つ、会計と、それからその次来るところのさまざまな融資までつながるという

お話がございましたけれども、もう一ついけば、今中小企業で一番困っている問題という

のは、経営支援とか経営相談とか事業承継とかという局面なんです。そういうところに

freeeさんなんかのアイデアがどういうふうに使っていかれるんだろうかと。まさにまだ

やり残しているということ言いませんけれども、やれることがたくさんあるんじゃないか

というような感じがいたしましたので、後でで結構ですが、何かその辺でご意見があれば

伺いたいと思いました。 

 以上でございます。 

○沼上小委員長 どうもありがとうございました。もし、佐々木さん、一言で返すことが

あれば。なければ、もう次に行っちゃいますけれども。 

○佐々木ＣＥＯ そういった事業承継だとか、そういった高度な問題に関してもソフトウ

エアで自動化できる部分というのはたくさんあるというのは認識しています。ただ、今の
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ところ会計事務所さんのその他のサービス、その他の単純作業というのが自動化されるだ

けで、そこに対するサービスレベルというのはかなり上がっていくんじゃないかなと現時

点では考えています。 

○沼上小委員長 どうもありがとうございました。 

 それでは、引き続きまして森委員お願いいたします。 

○森委員 私のほうから支援体制についてちょっと申し上げたいと思います。 

 昨今最低賃金の引き上げや、あるいは深刻な人手不足により小規模事業者におきまして

は生産性の向上を視野に入れた活動の必要性というものが高まっているわけであります。 

 小規模企業白書によりますと、2014年時点で自営業者の年齢70歳代以上が80万人と一番

のボリュームゾーンにあるわけであります。そういう高齢化はまだこれから進むと思われ

ます。 

 そういった中で、こういうＩＴ関係につきまして若い経営者、あるいは非常に興味を持

っている人はたくさんおるわけでありますが、一方、高齢者につきましてはＩＴ関係全般

に対するアレルギーがある方もいるわけであります。これは経営者の年齢と比例するんじ

ゃないかなというふうには思っております。しかしながら、そういった関係を鑑み、事業

承継をしてもらうことにつきましても、支援体制をしっかり構築していかないといけない

と思っております。 

 資料３の中にありますように、31ページでしたか、支援を受ける者がよろず支援拠点等

の助言を受けるというふうになっておりますが、これは限られた中でありますし、あるい

は人員も限られたものでありますから、現実的には非常に厳しいんじゃないかなというふ

うに思うわけであります。 

 そういった観点からしますと、我々商工会、日ごろから会員を初めとして非常に接点が

多いわけであります。ぜひそういった支援機関の中に商工会、しっかりと位置づけていた

だきたいなというふうに思うわけであります。 

 特に昨今、持続化補助金等につきましては多額の予算を講じていただいておりますが、

それにつきましても職員を初めとして、しっかりと支援体制をとっているのが現実であり

ますので、ぜひそういったところにお願いをしたいと思います。 

 また、商工会といたしましても、経営者の経営計画、あるいは効率的な経営等について

常に検証しながら進めておりますので、引き続きご支援のほどよろしくお願いを申し上げ

たいと思います。 

 以上です。 

○沼上小委員長 どうもありがとうございました。 

 引き続きまして、小正委員お願いいたします。 

○小正委員 今日は大変貴重な話をしていただきまして、ありがとうございました。私も

今、中小企業の経営者でございまして、ＩＴの活用というのは前から非常に重要視してお

るわけですけれども、さっきありました団塊の世代でございまして、なかなかついていけ
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ないということで若い者に期待をしているというのが今現状でございます。 

 私は鹿児島で焼酎をつくっておりますけれども、資料３の18ページにもありましたよう

に、三重県の宮﨑本店で、こういうパッケージを使って効率化を実現されているという事

例がありましたけれども、うちの会社も同じようにパッケージとして、どこか、富士通だ

ったでしょうか、こういうふうに生産効率が上がりますよということを示されまして、導

入を図っておりまして、原価計算から酒税の金額までそれで出ます。前は大変複雑な要素

がありましたけれども、これを利用することによって、毎月の報告がすぐに簡潔にできる

ということで非常に助かっています。 

 そういう意味でも、これは非常にありがたかったかなということを思っているところで

ございます。 

 ふるさと納税が今現在行われていますが、私の地域のある町、ある市の中に私も入って、

立ち上げてやっている。10月から始まったわけですけれども、びっくりするのは、ネット

を使いまして、楽天を通じて今一月たったんですけれども、一月で楽天の焼酎の売り上げ

でトップになったわけです。一月でほぼ1,000万近く売り上げが出ておるということで、

これにはもうびっくりするというような状態でございました。今まではどういうふうにす

ればできるのかというのはさっぱりわからなかったんです。わからなかったことをこうい

うふうにやっていれば、こういうふうに結果が出たんだということで、ネットの力という

のはすごいなということを思っております。ですから、今日話していただいたことは、も

うさらにどんどん進んで進化されているような話を聞きまして、先ほどバス停が、車が来

ないということがございましたけれども、私も同じく思っていました。近くにバス停があ

りましたけれども、そこに時間が書いていますので行きましたら、来ないわけです。もう

先に行ったのかなとか、今からまだ来るのかなと、そういう不安もありまして、先ほどの

話にありました、自分で見られるような状態にあると非常に助かるなということを思って

います。 

 それで、もう一つ言うと、タクシーですけれども、タクシーがそれを活用されて、電話

しますと、「今どこにいますから」と、「５分ですぐ行きますから」とか、そういうこと

ですぐ来れるんです。これは鹿児島市内で１社、そういうものを活用されていまして、ほ

かのタクシー会社もそれを使えばいいのになというようなことを思っているほど便利なん

です。 

 ですから、そういうこともネット、あるいはこういうもの、ＩＴを活用するということ

で、このようにいろいろ金融の関係もございますけれども、いろいろな意味で便利だとい

うことが実証されるということで、これからますます進化されて便利になるんじゃないか

なということを期待しております。 

 以上でございます。 

○沼上小委員長 どうもありがとうございました。 

 引き続きまして、曽我委員お願いします。 
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○曽我委員 大変有意義なお話をお伺いしまして、ありがとうございました。 

 ３つほどお願いがございまして、28年度２次補正予算で講じられた「サービス等生産性

向上ＩＴ導入支援事業」でございますが、大変重要な、大切な事業だと思っておりますの

で早急に実施していただき、また前広にこのことについての情報提供を私ども商工会議所

をはじめとするいろいろな機関にお願いできればなと思っています。 

 ２点目でございますけれども、クラウドサービスの活用によるＩＴ化の話でございます

が、本日の資料には記載ございませんけれども、同じく28年度２次補正予算の中で、２年

間で中小企業１万社にＩＴ専門家派遣を行うというような事業があるところでございます。

特に小さめの企業においては、クラウドサービスについて関心が強いですし、その必要性

を感じますので、このＩＴ専門家の派遣の際には、この専門家のリストの中に、「クラウ

ドサービスに精通している」というようなことをわかるようにしておいていただけるとあ

りがたいな。 

 ３つ目でございますけれども、このことについては、まさに数年間にわたりしっかり取

り組んでいく必要があるかと思っていますので、補正予算だけでなく当初予算で施策の継

続をぜひお願いしたい。 

 あと１つ関連するお話でございますが、実は来年11月に私の地元であります前橋で、

「全国商工会議所観光振興大会」が開催されまして、全国の商工会議所より役員及びその

地域の観光事業者の方々が約1,500人ぐらい参加していただけると予測しております。そ

して、その中で初めての試みでございますけれども、観光事業におけるＩｏＴの活用とい

うようなことを１つの分科会のテーマとして取り上げたいなと思っております。先ほどお

聞きいたしますと、ＩｏＴの事例の発表とか、先ほどお話がございましたような事例の発

表だとか、その活用についてのいわゆるアドバイスとかというようなことをやっていきた

いと。今までいろいろな陣屋さんのお話等々を聞いておりますけれども、ぜひ誘客だとか、

おもてなしの質の向上だとか生産性の向上だとか労務管理だとか危機管理まで含め、観光

業界は幅が広いわけでございます。観光振興大会には、旅館、ホテル、そして観光施設や

交通機関やエージェント等々の方も多く参加されますので、これにおけるＩｏＴ等の活用

というようなことの事例発表や、討論を行ってまいりたいと思っていますので、ご指導、

ご鞭撻をお願いしたいという、これはお願いでございます。 

○沼上小委員長 どうもありがとうございました。 

 引き続きまして、大浦委員お願いいたします。 

○大浦委員 では、３分です。 

 クラウドサービスなんですけれども、もはや、こうなるとソフト自身が、もうどの連携

に自分は入るのかというのを決めなきゃいけない。これは入れるときにすごく迷うところ

なんじゃないかと思うんです。もう国家で決めてしまうんだったら、そのほうがよっぽど

気が楽だというイメージがいたします。 

 それから、医療・介護の分野からも入っておりますので、その意味でバックオフィスの
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機能をより高めるために、例えば薬剤であれば、もう薬剤の在庫管理まで全部できて、し

かも、それがもう配薬のカートまで連携してできるというようなものであれば、すぐにで

も導入したいんです。 

 私は海外では見たことがありますけれども、まだ日本で見たことがないので、ぜひ日本

のものでつくるのか、もう海外のものを安く導入できるようにするのか、どっちか。これ

も決めていただいたら、とてもうれしいです。 

 それから３番目です。私は熊本から来ております。震災に遭ったらやっぱり大変なんで

す。電源が落ちたときのバックアップはどうするのか。例えば、電カル使っていたところ

は吹っ飛びました。電カル、電子カルテがです。そうすると、もうこの人に何の薬出して

たっけからわからないわけです。益城あたりではです。それは重要な問題かなというふう

に思います。 

 あと１分30秒ありますが、あと１分で終わります。 

 ＩｏＴの導入に関しまして、補助金が出るのではないかという話を説明のときにお聞き

したんですが、この予定に関しまして、よろしければご教示ください。 

 あと１分ぐらいあります。 

○沼上小委員長 以上ですか。そうですか。本件は後ででいいですね。それとも今すぐ。 

○高倉技術・経営革新課長 それは多分これから始まるものづくり補助金のＩｏＴの部分

だと思いますけれども、もう間もなく募集を開始いたしますので。もう今日、明日とか、

そういうタイミングでございます。 

○沼上小委員長 どうもありがとうございました。 

 引き続きまして、河原委員お願いいたします。 

○河原委員 まず私のほうからは、松島先生のお話の中で金融ＥＤＩ、私も、前回この会

議でお話ししたことですが、これについてはとても期待しています。経営力向上のために

は、これを通して管理会計の視点を企業が持っていける土俵をつくっていかれる取り組み

となると思いますので、これは大いに進めていただきたいです。 

 佐々木様のお話にありましたが、私の所属している会計事務所も中小規模ですが、今、

クラウドを利用しております。とても便利です。説明聞くより体験が何よりというのは、

まさに身をもって感じています。松島先生がお話ししたように、試せる、そういう機会を

もっともっとつくっていただきたいと思います。皆さまもスマホを買ったときに、説明書

を読むよりも、いろいろ試し身近に質問して覚えられたと思いますが、まさにそういうこ

とがこれからの支援には必要でないのかと思います。 

 次に、森川先生のお話にありましたが、無形資産投資。無形資産というのは組織改革、

人材育成、これは、まさに企業価値の源泉です。ここをしっかり大切にするという事は、

とても重要な視点だと思います。 

 それから空間的な新陳代謝について大変興味を持ちました。人口減少が進む中、将来を

見つめて、各都道府県で様々な推進をしていくでしょうが、例えば地域で同業種や異業者
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の中小企業がある種の組合のような、まとまりながらお金のかかるＩＴ化の推進を進めて

いくことができないかとも思います。 

 この国の将来を見通した長期的な制度の確立というのは、多くの企業が一つになって一

斉にＩＴ社会をつくるという意味で必要であると思います。 

 ＩＴ導入、第４次産業革命に向けてと国が考えるのであれば、この際、中小企業の支援

メニューの大整理をしてはいただけないのかと思います。今、補助金なのか、税なのか、

資金援助なのか、そして似たような言葉がたくさんあって、わかりにくいから使いづらい

という声もよく聞きます。 

ＩＴに関しましては、大浦さんがおっしゃったように、１度契約すると、なかなか変更で

きません。そして、バージョンアップについても資金的な援助がないと生きた支援にはな

りません。融資だけではなく、単年度だけでもなく、長期的な使用を安定して支える補助

金のような制度をお願いしたいです。 

 それから、クラウド、管理会社が倒産した場合そのデータの移行の可能性とか、バック

アップの問題もあります。災害など含めた通信障害による対応の支援もあわせてご検討く

ださい。私たちは、まだアナログの時代を経験していますが、今後ＡＩの発達では、私た

ちが当たり前と思っていたことを知らない世代の人が出現されます。不測の事態が起きた

ときも、そのときの対応というのも国としてもＩＴ推進とセットで用意することが必要で

す。急速なＩＴの進化はこの先どうなるのか。夢とともに不安もございます。近い将来、

もしかしたら私の資格も含め、多くの職業が変わっていくことでしょう。しかし、その中

で大切にされるのは、人が人としての心・感性を貴重と思える精神だと私は思います。Ｉ

Ｔの教育には倫理観も含めた人材教育をお願いいたします。以上です。 

○沼上小委員長 どうもありがとうございました。 

 引き続きまして、阿部委員お願いします。 

○阿部委員 ありがとうございます。私は和菓子、洋菓子屋の製造販売の店主でございま

すから、今日のようなお話は、非常に目からうろこといいますか、なるほどというような、

本当に納得しまして、もう明日にでも、今日にでも情報を入れて取り組んでみたいな。と

申しますのは、もう自分の会社をイメージしますと、ほとんどロスというか、ウエートが

かかっているところが今日ご指摘されて、それは全てＩｏＴとかＩＴとか変わっていると

ころだなというふうによくわかりました。 

 私の長男が今ビジコンで一生懸命ＩｏＴに対して取り組んでいるところを私がうちの会

社になんて言いながら、お父さんは焼き肉屋のところでコンロの上にゾウが出てくるとい

うことがわからないでしょうぐらいにばかにされているんですけれども、今日は非常によ

くわかりました。 

 ただ、地方というか、小規模事業者においては、サービスや商品や提供していけるヒ

ト・モノというものが物すごく著しく少ないんです。ですから、情報を出していただいて

取りに行くという事業主はいいんですけれども、今二極化されていまして、スプーンにご
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飯をよそって、口をあーんとあけないとというところまでも口をあけない事業主さんは多

いという中でも、これは現実だというふうに思っております。 

 したがって、こういったものを先ほど補助金の話も聞きましたけれども、しっかりやる

気のあるところにつきましてはしっかり支援するという足並みをそろえるという、だから

やっている感ではなくて、しっかり成果を上げていけれるところに対して一社一社お力添

えをいただけたら、本当にモチベーションが上がってくるんではないかなというふうに思

います。 

 また、業種、業態によってそれぞれのソフトというんですか、この組み合わせ方法が変

わってきますので、それもきちんと情報をうまくリンクさせながら、まさに先ほど松島先

生の頼りになる支援とは一緒になって考えてくれる伴走型とフォーラム型って、まさにそ

のとおりだというふうに私は思っておりますので、今後私たちも頑張りますけれども、ご

期待申し上げているということでございます。 

 あとＩＴが進んでまいりますと、ＩＴ事業者というのは私どもの田舎は物すごく少ない

んです。それに対してＩＴをやりたいと思っても、それがきちんとバランスがとれるのか

ということも、これからどうなのかなということと、あと一番申し上げたいのは、よろず

支援というのが並行してやりまして、よろず支援の支援をして成果を上げるという一方で、

この情報を必ずよろず支援の支援をしていただける方にも価値観と情報の共有をしていた

だきたいんです。聞いても、全くＩＴ何ですかというのは、割とよろず支援は多いんです。

いきなり眠っていたよろず支援を起こしてしまって、それに支援されても全くずれてしま

って何にも価値がなかったという声も私商工会議所の中でも聞いておりますし、商工会議

所でも、よろず支援と連携して、名刺を置いていっただけで帰ってしまったみたいな、ち

ょっと論点ずれますけれども、そういう方も多いので、きちんとよろず支援とＩＴとＩｏ

Ｔと、そこで生産性向上を上げて、成果を上げていくということをしっかりリンクさせて

いただきたいなということを現場の意見として、まさにそういうことを現場に落とし込ん

で成果を上げていくということでございますので、動いていく人に対してのそんなことの

支援をしていただけたらというふうに思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 以上です。 

○沼上小委員長 どうもありがとうございました。 

 それでは宮﨑委員、お待たせしました。 

○宮﨑委員 陣屋の宮﨑です。 

 私は陣屋という旅館をやっているんですけれども、そこでfreeeさんを使わせていただ

いていて、今日非常に興味深く聞かせていただいたんですけれども、実は「 JINYA 

CONNECT」という基幹システムとfreeeさんを連携させて今使ってはいるんですけれども、

ただ非常に連携の大事さ、クラウド間システム、連携の大事さは非常に感じてはいるんで

すが、ただ、中小企業、特に宿泊業みたいなＩＴリテラシーの低い業種ではシンプルに業
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務を行うということがもっと大事で、いろいろな連携させた複雑なシステムをいろいろな

ものをスタッフ、仲居さんが使うというのはなかなか厳しいというのがあります。ですの

で、そういった業種では基幹システムというか、フロントのシステムとしてはなるべく１

つで、あとバック、裏で財務とか給与とかいろいろなものが動いていくようなシンプルな

構成になるためのＡＰＩ連携というのに、公開をより力を入れてもらいたいというふうに

思います。 

 freeeさんは公開されてはいるんですけれども、それでも完全なる連携というのは、ま

だなかなか厳しいのが現状。さらに双方向連動といいまして、データを旅館側から例えば

freeeのほうに取り込むことはできても、freeeで編集したのを逆に基幹システムの側にリ

アルタイムで反映されないという問題とか、いろいろそういったのが現実としてあって、

結局いろいろな二重作業や税理士さんがfreeeのほうで修正しても、それが基幹システム

で反映されなくて値が少しずつずれていったりとか、そういういろいろな問題があるので、

そのあたりをＡＰＩで完全に連携してできるような、そういった世の中になっていくと生

産性は上がるんじゃないかなというふうに思っております。 

 そういう意味では、宿泊業で言うと、先ほど宿の稼働率を上げることが重要というお話

がありましたけれども、そのためにはチャネルを広く、部屋をいろいろなチャネルに売る

ということが大事なんですけれども、そういったいろいろなエージェント、日本のエージ

ェントはＡＰＩ連携ってほとんど公開していないところが多いです。ですので、結果的に

余り売れないとか、一部だけしか売らないという問題があります。 

 これはエージェントさんに何度も、これは特にリアルエージェントさんです。ＪＴＢさ

んとか近畿日本ツーリストさん、昔ながらのところは全く公開をしないというのがありま

す。日本の商習慣としてあります。 

 これは海外のエージェントでは逆に公開が当たり前で、日本がちょっとおくれていると

ころじゃないかなと思いますので、こういった部分を生産性向上のパッケージ、補助金を

出すパッケージとかであれば、例えばＡＰＩ公開を前提にするとか、そういうふうにして

いただけないかなというふうに思います。 

 これは陣屋と「JINYA CONNECT」の知名度がまだ低いので、なかなか認めていただけな

いというのもあるんですけれども、そういったのをどんどん公開して認めていかないと、

結果的には中小企業の生産性は上がらないというふうに思っております。 

 以上です。 

○沼上小委員長 どうもありがとうございます。皆様のご協力のおかげで、ほぼ完全にキ

ャッチアップをしたという状況になっておりますので、まことにありがとうございます。 

 それでは、ご質問は尽きないようでございますけれども、ここで一旦打ち切らせていた

だいて、事務局のほうから。 

○宮本中小企業庁長官 ありがとうございます。 

 まず３人のプレゼンターの方から非常に興味深い、そして何よりも今後の可能性を感じ
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るスピーチをいただきまして、ありがとうございました。それを受けた皆様、委員の方々

が大変食いつきがよくて、具体的なコメントをされたことでも、それはよくわかると思い

ます。 

 一方で３人の方、それから各委員の方からも、今後の課題について、あるいは現状の問

題について具体的なご意見、あるいはそれを解消するためにどうしたことが必要かという

コメントをいただきました。たくさんいただきましたので、それを踏まえまして我々とし

てどういう対応ができるか検討の上、また時間を見てご提示させていただきたいと思いま

す。ありがとうございました。 

○沼上小委員長 ほかの事務局サイドから何か。よろしいですか。 

 それでは、事務局から今後の進め方について説明をしていただきたいと思います。 

○川村企画課長 今後の検討予定といいますか、次回の日程についてご報告をさせていた

だきます。 

 次回は11月28日、申しわけございません、月曜日９時からということを予定しておりま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

○沼上小委員長 どうもありがとうございました。 

 皆様のご協力のおかげで、何と４分少し余して、大浦先生はもう少しお話をしたかった

んではないかと推測しておりますが、時間内に終了することができました。本日はお疲れ

さまでした。どうもありがとうございました。 

午前１０時５６分 閉会 


